
指　　　　標 平成１５年度 平成１６年度 平成１７年度 平成２１年度 担当課

親子が気軽に集い、交流や育児相談などができる「つどいの広場」 ４か所 ６か所 １３か所 ３１か所 少子化対策課

保育所の施設や機能を地域へ開放して行う「地域子育て支援センター」 ２５か所 ２７か所 ３２か所 ４７か所 少子化対策課

住民が会員制で子育てを助け合う「ファミリー・サポート・センター事業」実施市町村 ６市町村 ６市町村 ５市町村 １２市町村 少子化対策課

一時的に保育を必要とする子どもを預かる「一時保育」実施保育所 ６９か所 ８２か所 ９２か所 １２３か所 少子化対策課

時間外も園児を園内で過ごさせる「預かり保育」実施幼稚園 120園
（公立53、私立67）

127園
（公立58、私立69）

126園
（公立58、私立68）

142園
（公立70、私立72）

（教）義務教育課
私学振興・青少年課

児童養護施設や里親家庭で短期間子どもを預かる「ショートステイ事業」実施市町村 １市町村 ２市町村 ３市町村 全市町村 少子化対策課

病気回復期にある子どもを病院等で一時的に預かる乳幼児健康支援一時預かり事業
「病後児保育」実施施設

７か所 ９か所 ９か所 １２か所 健康対策課

昼間保護者のいない家庭の小学生を預かる「放課後児童クラブ」 １５２クラブ １６５クラブ １７３クラブ ２２０クラブ 少子化対策課

延長保育実施施設 １３０か所 １３０か所 １３４か所 １８４か所 少子化対策課

休日保育実施施設 １４か所 １６か所 １６か所 ２８か所 少子化対策課

一時保育や地域子育て支援センターなどの機能を併せ持つ「多機能保育所」 ５７か所 ６０か所 ６１か所 ７９か所 少子化対策課

乳児保育を実施する保育所の割合 ９５．８％ ９５．８％ ９５．８％ １００．０％ 少子化対策課

ホームページ「大分県次世代育成支援のページ」アクセス件数 － １２，５８２件 ２４，６９８件 ５０，０００件 少子化対策課

小学校における不登校児童の出現率 ０．３０％ ０．３２％ ０．２９％ ０．２４％ （教）生徒指導推進室

中学校における不登校生徒の出現率 ２．５５％ ２．４８％ ２．７１％ ２．２５％ （教）生徒指導推進室

児童養護施設等における「小規模グループケア」実施箇所 ０か所 ５か所 ６か所 ９か所 少子化対策課

児童養護施設等で被虐待児などに個別の対応を行う「個別対応職員」 ４人 １０人 １１人 １２人 少子化対策課

児童養護施設等で子どもの家庭復帰のための支援を行う「家庭支援専門相談員」 １人 １０人 １１人 １１人 少子化対策課

家庭的な雰囲気で要保護児童への支援を行う「里親」登録数 ５２組 ５６組 ６８組 １４６組 少子化対策課

被虐待児など特に家庭における養育が必要な子どもを受け入れる「専門里親」登録数 ２人 ４人 ５人 １０人 少子化対策課

大分県次世代育成支援行動計画～おおいた子ども・子育て応援プラン～

目標指標の進捗状況
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指　　　　標 平成１５年度 平成１６年度 平成１７年度 平成２１年度 担当課

大分県次世代育成支援行動計画～おおいた子ども・子育て応援プラン～

目標指標の進捗状況

子どもに関する相談や関係機関との調整、緊急保護などを行う「児童家庭支援センター」 １か所 １か所 １か所 ２か所 少子化対策課

児童養護施設等を退所後の子どもの生活指導、就労支援等を行う「自立援助ホーム」 ０か所 ０か所 １か所 ２か所 少子化対策課

障害のある子どもへの「特別支援教育」に関する教諭免許の取得率（小・中学部） ９０．９％ ８８．８％ ８４．８％ ９５．０％
（教）特別支援教育
推進室

障害のある子どもへの「特別支援教育」に関する教諭免許の取得率（高等部） ３１．６％ ３０．７％ ３３．１％ ６０．０％
（教）特別支援教育
推進室

乳児死亡率（年間出生数千人当たりの０歳児の死亡数） ３．０ ２．９ ２．４ 低下 健康対策課

保育士や心理職員が育児指導・相談を行う「育児支援に重点を置いた乳幼児健診」実施
市町村の割合

１２．１％ ２８．６％ ６１．１％ ５０．０％ 健康対策課

１０歳代の人工妊娠中絶件数 ４９９件 ４３４件 ３５８件 減少 健康対策課

授業内容を理解できていると感じている児童生徒の割合（小５） ７０．４％ ７０．４％ ７８．８％ ７５．０％ （教）義務教育課

授業内容を理解できていると感じている児童生徒の割合（中２） ４７．８％ ４９．２％ ６６．０％ ６５．０％ （教）義務教育課

道徳実施時間数が標準時間（年間３５時間）に達する市町村の割合 ３７．９％ ５２．０％ ５０．０％ １００．０％ （教）義務教育課

中学生の文化部活動参加率 １０．２％ １０．３％ １０．７％ １１．４％ （教）文化課

高校生の文化部活動参加率 １７．２％ １８．７％ １８．７％ １８．４％ （教）文化課

体力・運動能力調査で県平均が全国平均と同程度か上回る種目の達成率 ２８．１％ ２６．６％ １８．２％ ３７．０％ （教）体育保健課

「市町村幼児教育推進プラン」策定市町村 １０市町村 １０市町村 １０市町村 全市町村 （教）義務教育課

「幼小連携の地域連絡会」の実施小学校区 ０校区 ０校区 ５６校区 １００校区 （教）義務教育課

育児休業制度導入企業の割合 ６８．４％ ６８．７％ ６９．１％ ７５．０％ 労政能力開発課

妊娠、出産等により退職した労働者に対する「再雇用制度」の普及率 １４．４％ １７．８％ ２２．３％ ２０．０％ 労政能力開発課

県外からのＵＪＩターン希望者相談件数 ６８６件 ６５３件 ５８４件 ８７３件 観光・地域振興局

「ジョブカフェおおいた」における新規求職者就職率 － ２５．５％ ２８．７％ ３０．０％ 労政能力開発課

通学指定道路における歩道等整備率（市町村道を除く） ４８．８％ ５０．６％ ５１．７％
５５．０％
（19年度）

道路課
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事業名 予算額（千円） 事業概要 所管課

836,748
(726,640)

31,371
(21,356)

6,725
(0)

2,394
(0)

5,870
(0)

4,895
(0)

10,158
(0)

8,804
(0)

4,749
(0)

13,071
(0)

924,785
(747,996)

（注）予算額のかっこ内は平成１７年度当初予算額。

図書館活用夢ライブラリー事業
　図書館の県民サービスを充実するため、閉館時刻を延長する。
　（午後７時→午後８時）
 【特】出産や育児に悩む母親を支援するため、子育て支援コーナーを設置する。(9,676)

生涯学習課

合計（１０本） 特別枠分　合計　380,085

思春期の性と健康対策事業

　人工妊娠中絶・性感染症防止のため、カウンセラーとして養成した大学生を高校に派遣し、仲間同士
で性や健康に関する相談ができるピアカウンセリングを実施する。
　また、毎月２回（土曜日）にアイネスに相談室を設置するとともに、１０月から１２月まで性感染症など
の無料検査を実施する。

健康対策課

平成１８年度当初予算案「重点戦略」特別枠事業

「子ども・子育て応援社会の形成」

二豊学園整備費

　被虐待児童等の受入れ態勢や入所児童の処遇を改善するため、寮舎を建て替える。１８年度は地質
調査、実施設計を行う。
　また、児童自立支援や施設機能のあり方を検討するため、「将来計画検討委員会」を設置するととも
に、入所児童の健康管理等を行う看護師を配置する。

少子化対策課

里親委託推進事業
　家庭的なケアが求められる被虐待児童等の健全な育成を図るため、新規の里親を開拓する里親委託
推進員を中央児童相談所及び中津児童相談所に配置する。
　また、里親の負担軽減のためにヘルパーを派遣する。

少子化対策課

おおいた出会い応援事業
　急速な少子化の進行に歯止めをかけるため、ＮＰＯとの協働のもと、「おおいた出会い応援センター」
を開設し、出会いの機会が減少している独身者に対し、企業や店舗が実施する出会いイベントの情報
を提供する。

少子化対策課

親育て支援事業

　母親の育児不安の軽減を図るため、子育て中の母親が悩みや関心事をグループで話し合い、子育て
の仕方を学ぶＮＰ(ノーバディーズ・パーフェクト)プログラムの普及を図る。
　このため、ＮＰプログラムを企画・実施する人材を養成するほか、同プログラムを実施する市町村に対
し助成する。

健康対策課

民間企業協働型子育て支援事業
料金の割引や特典サービス、子育てに優しい施設・設備を提供する企業・店舗・施設等を「おおいた子
育て応援団」として登録し、メールマガジン等で子育て世帯に情報提供する。

少子化対策課

民間企業協働型子育て支援事業
中小規模事業者に働きかけ、事業所での少子化対策の指針となる「事業主行動計画」の策定を促進す
る。

労政能力開発課

 　子育て世帯の経済的負担を軽減するため、市町村が実施する乳幼児医療費への助成に対し補助す
る。
　 【特】１８年１０月から、通院医療費の助成対象をこれまでの３歳未満から就学前までに拡大する。
　　（318,614）

健康対策課乳幼児医療費助成事業

不妊治療費助成事業
　不妊治療費にかかる経済的負担を軽減するため、体外受精や顕微授精、人工授精など医療保険適
用外の不妊治療費に対し年１０万円を限度に助成する。
 【特】助成期間を連続２年から通算５年に拡大する。（8,200）

健康対策課

特

特

特

特

特

特

特



（１）子育てを社会全体で
               支えるための環境づくり (1)（一部新）子育て応援社会づくり推進事業　11,399
（２）子どもの人権を尊重する     （特）民間企業協働型子育て支援事業　6,725
                               意識づくり (2)(一部新)人権教育確立推進事業 2,757
（３）男女共同参画に関する (3)(一部新)男女共生おおいた推進事業　10,410
                    教育・学習の充実

（１）子育て支援サービス等の充実 (1)（特）旧町村部地域総合相談支援センター設置事業70,835 (3)ＮＰＯステップアップ支援事業 7,880
（２）保育サービス等の充実     （一部特）図書館活用夢ライブラリー事業　13,071 (4)市町村児童環境づくり基盤整備事業　269,423
（３）子育て支援のネットワークづくり (2)保育サービス充実事業　165,867   　いじめ・不登校対策事業　127,672
（４）子どもの健全育成     大分にこにこ保育支援事業　280,651

（１）児童虐待の防止     (1)（特）親育て支援事業　4,895     （特）二豊学園整備費　10,158
（２）家庭にかわる養育の場の充実     いつでも児童相談体制整備事業　15,958     （一部新）児童自立生活援助事業　5,807
（３）ひとり親家庭の自立支援       児童措置費（児童養護施設等）　1,563,502 (3)(一部新)母子家庭等自立促進対策事業　12,871
（４）障害児への支援  (2)（特）里親委託推進事業　8,804 (4)（特）発達障害者支援体制整備事業　8,099

    児童家庭支援センター運営事業　11,790     （特）特別支援教育推進計画策定事業　2,045

（１）子どもや母親の健康づくり
（２）思春期の健康づくり  (1)母子保健対策事業　69,461 (4)（一部特）不妊治療費助成事業　31,371
（３）子どもの病気への支援 (2)（特）思春期の性と健康対策事業　4,749 (5)（新）おおいたっ子食育推進事業　3,692
（４）不妊に悩む人への支援     (3)小児救急医療体制整備推進事業　65,638
（５）食育の推進     （一部特）乳幼児医療費助成事業　836,748

(1)（特）おおいた出会い応援事業　5,870     大分元気っ子体力アップ事業　3,219
（１）次代の親づくり     （特）キャリア教育連携推進事業　16,825     （特）地域人材活用学習力向上支援事業　3,094
（２）子どもの生きる力を (2)（一部特）小学校1・2年30人学級編制実施事業　230,178     幼小連携幼児教育総合支援事業　4,415
                  はぐくむ学校づくり      （一部新）小・中学校学力向上対策事業　22,468 (3)（新）「大人が変われば子どもも変わる」県民運動
（３）家庭や地域の教育力の向上     心かがやく学校づくり推進事業　9,971     推進事業　4,262

    学校文化活動推進費　3,693

(1)（特）民間企業協働型子育て支援事業　2,394     （特）「住んでよし」おおいた暮らし支援事業　5,651
（１）働き方の見直し       女性就業サポート事業　6,822
（２）若者の雇用の確保 (2)（新）高度ものづくり実践技術者育成事業　61,261

    若年者総合就業支援事業　8,320

（１）子育てしやすい住環境づくり (1)地域特別分譲住宅供給助成事業　4,822 (3)交通安全施設事業　2,510,000
（２）安心して外出できる環境づくり  (2)ユニバーサルデザイン推進事業　3,832     （新）地域ぐるみの学校安全体制整備事業　27,011
（３）子どもの安全を守るまちづくり     共生のまち整備事業 127,000     （特）地域防犯活動ネットワーク支援事業　3,201
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【基本目標】 【基本施策】 【施策の方向】
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大分県次世代育成支援行動計画（おおいた子ども・子育て応援プラン）による施策の展開

【平成１８年度主要事業】
（特）…「重点戦略」特別枠の新規事業
（新）…新規事業　　（一部）…事業のうちの一部が該当



第１節　子育てを社会全体で支えるための環境づくり

2
福祉保健部
（少子化対策

課）
特別枠 民間企業協働型子育て支援事業 6,725 6,725

　子育てを応援する企業や店舗、施設等を「おおいた子育て応援団」として募集・登
録し、割引等のサービスの提供や設備の設置等をしてもらうことにより、子育ての経
済的負担感の軽減や子育てにやさしい環境整備を図り、社会全体で子育て応援社
会づくりを推進する。
　①パパママとくとくショップ
　　　子ども（１８歳未満）のいる家庭を対象に、料金の割引や特典などのサービス
　　　を提供。
　②パパママおでかけサポートショップ
　　　授乳室、おむつ替えコーナー、多目的トイレなど、子育て家庭に優しい設備や
　　　付加的サービスを提供。

第２節　子どもの人権を尊重する意識づくり

3
教育委員会

（人権・同和教
育課）

一部新規 人権教育確立推進事業 2,757 2,757

　大分県人権教育推進計画を基に、人権教育の具体化を図り、併せて教職員の資
質の向上とともに児童生徒の人権意識の高揚を図る。
　　また、高校生が福岡県クローバープラザを訪問し、共通の課題について話し合う
ことにより自ら人権課題に気づき、人権問題解決の意識を高め具体的な行動につ
なげるとともにネットワークづくりを進める。

第３節　男女共同参画に関する教育・学習の充実

第１章　子どもの成長と子育てをみんなで支える意識づくり　
平成１８年度次世代育成支援対策関連事業

事　業　費
（単位：千円）

うち一般財源
（単位：千円）

事　　　　　　業　　　　　の　　　　　概　　　　　　要

事　業　費
（単位：千円）

1
福祉保健部
（少子化対策

課）

事　　　　業　　　　名

一部新規

事　　　　業　　　　名

事業
番号

事業
番号

部局名（課名）
特別枠・

新規・継続

部局名（課名）
特別枠・

新規・継続

事業
番号

部局名（課名）

子育て応援社会づくり推進事業

事　　　　　　業　　　　　の　　　　　概　　　　　　要

うち一般財源
（単位：千円）

事　　　　　　業　　　　　の　　　　　概　　　　　　要

　急速な少子化の進行等を踏まえ、「大分県次世代育成支援行動計画」に基づく取
組を県民全体で強力に推進する。
(新)１　おおいた子ども・子育て応援キャンペーンの実施
　　　　親しみやすくわかりやすい子育て支援情報の広報・啓発活動を展開するとと
　　　もに、おおいた子ども・子育て応援県民会議の活動などにより、子育て応援社
　　　会形成のための意識づくりを進める。
(新)２　子育て支援に関わる人材の養成及び資質の向上
　　　　放課後児童クラブの職員等の資質向上を目的とした研修を実施する。
   　３　次世代育成支援に係るＮＰＯとの協働
　　　　地域で活動するＮＰＯ、子育てサークル等の活動団体からの提案を活用した
　　　事業を実施する。

11,399 4,659

事　　　　業　　　　名
うち一般財源
（単位：千円）

事　業　費
（単位：千円）

　企業における男女共同参画の取組状況を把握し、ポジティブアクションの促進に
努めるとともに、女性の社会進出を支援するパワーアップ講座等を開催する。

特別枠・
新規・継続

4

生活環境部
（県民生活・男
女共同参画

課）

一部新規 男女共生おおいた推進事業 10,410 10,410



課）



第１節　子育て支援サービス等の充実

第２節　保育サービス等の充実

第３節　子育て支援のネットワークづくり

5
　企画振興部
　（県民活動
　　支援室）

継続 NPOステップアップ支援事業 7,880 7,880

　NPOとの協働の促進を図るため、県・NPO・民間等の意見交換や協議の場を設置
するとともに、事業実施上のノウハウの修得等を支援し、協働の相手方となるNPO
を育成する。
（１）協働推進体制の整備
　　・NPO等協働推進会議の開催
　　・協働推進庁内会議の設置
　　・市町村との連絡会議開催
（２）協働コーディネーターの設置
（３）NPOアドバイザーの派遣
（４）協働推進セミナーの開催
（５）NPO・行政のワークショップ開催

第４節　子どもの健全育成

6
福祉保健部
（少子化対策

課）
継続 市町村児童環境づくり基盤整備事業 269,423 134,742

　少子化の進行、核家族化の進展、地域コミュニティーの弱体化に伴う子育て不
安、多様な人間関係を経験する機会の減少など、子どもや家族を取り巻くさまざま
な問題が生じていることを踏まえ、地域の実情に応じた児童環境づくりの基盤整備
の促進を図る。
　・民間児童館活動事業・児童福祉施設併設型民間児童館事業・地域組織活動育
成事業・児童ふれあい交流促進事業・放課後児童健全育成事業・放課後児童クラ
ブ等支援事業・小規模児童クラブ助成等事業

7
教育委員会
（生徒指導推

進室）
継続 いじめ・不登校対策事業 127,672 63,032

　中学校、高等学校にスクールカウンセラーを、小学校に子どもと親の相談員や生
徒指導推進協力員を配置するなど、教育相談機能の充実を図るとともに、不登校
児童生徒や保護者を支援するため、市町村における教育支援センター（適応指導
教室）の設置促進を図る。

13,071

　図書館の県民サービスを充実するため、閉館時刻を延長する。（午後７時→午後
８時）
（特）子育てに取り組む親や子育てに関わるＮＰＯ、ボランティアを支援するため、子
育て情報コーナーを設置する。

平成１８年度次世代育成支援対策関連事業

第２章　地域における子育ての支援

2
教育委員会

（生涯学習課）
一部特別枠 図書館活用夢ライブラリー事業 13,071

165,867 84,099

　仕事等の社会的活動と子育て等の家庭生活の両立を容易にするとともに、子育
ての負担感を緩和し、安心して子育てができるような環境整備を総合的に推進す
る。
　一時保育促進事業、休日保育事業、乳児保育促進事業、地域子育て支援セン
ター事業等。

3
福祉保健部
（少子化対策

課）
継続 保育サービス充実事業

280,651 280,651

    認可保育所、へき地保育所及び認可外保育施設に入所している第２子以降の３
歳未満の児童の保育料を第２子について半額、第３子以降について無料とする市
町村に対し、補助する。

4
福祉保健部
（少子化対策

課）
継続 大分にこにこ保育支援事業

70,835 59,470
　高齢者や障害者、子育て世帯など旧町村部地域の住民の身近な相談にワンス
トップで応える「地域総合相談支援センター」を設置する市町村に対し助成する。1

福祉保健部
（福祉保健企

画課）
特別枠

旧町村部地域総合相談支援センター設
置事業

事業
番号

部局名（課名）
特別枠・

新規・継続
事　　　　業　　　　名

事　業　費
（単位：千円）

うち一般財源
（単位：千円）

事　　　　　　業　　　　　の　　　　　概　　　　　　要

事業
番号

部局名（課名）
特別枠・

新規・継続
事　　　　業　　　　名

事　業　費
（単位：千円）

うち一般財源
（単位：千円）

事　　　　　　業　　　　　の　　　　　概　　　　　　要

事業
番号

部局名（課名）
特別枠・

新規・継続
事　　　　業　　　　名

事　業　費
（単位：千円）

うち一般財源
（単位：千円）

事　　　　　　業　　　　　の　　　　　概　　　　　　要

事業
番号

部局名（課名）
特別枠・

新規・継続
事　　　　業　　　　名

事　業　費
（単位：千円）

うち一般財源
（単位：千円）

事　　　　　　業　　　　　の　　　　　概　　　　　　要



第１節　児童虐待の防止

3
福祉保健部
（少子化対策

課）
継続 児童措置費（児童養護施設等） 1,563,502 774,000

　児童福祉法の措置を要する児童を早期に発見し、適切な相談・指導を行い、児童養
護施設や乳児院など児童入所施設へ入所又は里親に委託した場合に要する費用を
措置費として支弁する。

第２節　家庭にかわる養育の場の充実

4
福祉保健部
（少子化対策

課）
特別枠 里親委託推進事業 8,804 5,321

　家庭的なケアが求められる被虐待児童等の健全な育成を図るため、新規の里親を
開拓する里親委託推進員を中央児童相談所及び中津児童相談所に配置する。
　また、里親の負担軽減のためにヘルパーを派遣する。

5
福祉保健部
（少子化対策

課）
継続 児童家庭支援センター運営事業 11,790 5,895

　児童や家庭に関する各種の問題について、児童、地域住民などからの相談に応じ、
必要な助言を行うとともに、保護を要する児童又はその保護者に対する指導及び児童
相談所との連携・連絡調整等を総合的に行うため、児童家庭支援センターを設置す
る。

6
福祉保健部
（少子化対策

課）
特別枠 二豊学園整備費 10,158 10,158

　被虐待児童等の受け入れ体制や入所児童の処遇を改善するため、寮舎を建て替え
る。１８年度は地質調査、実施設計を行う。
　また、児童自立支援や施設機能のあり方を検討するため、「将来計画検討委員会」
を設置するとともに、入所児童の健康管理等を行う看護師を配置する。

7
福祉保健部
（少子化対策

課）
一部新規 児童自立生活援助事業 5,807 3,219

　児童養護施設等を退所した児童等の社会的自立を促していくために、自立援助ホー
ムにおいて生活の場を提供するとともに、生活指導及び就労支援を行う事業に補助す
る。

第３節　ひとり親家庭の自立支援

第４節　障害児への支援

第３章　きめ細かな対応が必要な子どもと親への支援
平成１８年度次世代育成支援対策関連事業

事　　　　　　業　　　　　の　　　　　概　　　　　　要部局名（課名）
特別枠・

新規・継続
事　　　　業　　　　名

事　業　費
（単位：千円）

うち一般財源
（単位：千円）

事　　　　　　業　　　　　の　　　　　概　　　　　　要部局名（課名）
特別枠・

新規・継続
事　　　　業　　　　名

事　業　費
（単位：千円）

うち一般財源
（単位：千円）

事　　　　　　業　　　　　の　　　　　概　　　　　　要部局名（課名）
特別枠・

新規・継続
事　　　　業　　　　名

　子育て中の母親が悩みや関心事をグループで話し合い、子育ての仕方を学び、自
信を持って楽しく育児に取り組めるよう支援するＮＰ（ノーバディーズ・パーフェクト）プロ
グラムの普及を図る。このため、保育士、臨床心理士などの子育て支援関係者を、ＮＰ
プログラムを企画・実施するファシリテーター（進行役、支援者）として養成するほか、
同プログラムを実施する市町村に対し助成する。

部局名（課名）
特別枠・

新規・継続
事　　　　業　　　　名

事　業　費
（単位：千円）

うち一般財源
（単位：千円）

事　　　　　　業　　　　　の　　　　　概　　　　　　要

4,895
福祉保健部

（健康対策課）
特別枠 親育て支援事業1

   児童問題の複雑化、多様化に対応し、児童や家族などの悩みや相談に対し、２４時
間、３６５日、電話による相談を行い、早期に適切な援助を行う。

福祉保健部
（少子化対策

課）
継続 いつでも児童相談体制整備事業 15,958 13,132

   母子家庭の母等に対する総合的な自立支援策を展開することにより自立の促進を
図るため、①自立のための各種施策を広報するための「ひとり親家庭施策啓発強化
事業」　②就業相談や職業あっせんを行う「母子家庭等就業・自立支援センター事業」
③就業に役立つ資格取得を支援する等の「自立支援給付金事業」を行う。

福祉保健部
（少子化対策

課）
一部新規 母子家庭等自立促進対策事業

　全県下を対象として、障害に応じたきめ細かな支援を行うため、別府発達医療セン
ターに「発達障害サービス調整センター」を設置する。
　また、西別府病院を拠点に、障害児家族を支援するとともに、発達障害に関わる保
健師等の専門性の向上を図る。

福祉保健部
（障害福祉課）

特別枠 発達障害者支援体制整備事業

4,895

事　業　費
（単位：千円）

うち一般財源
（単位：千円）

9 8,099 4,050

12,871 4,175

2

8



10
教育委員会
（特別支援教
育推進室）

特別枠 特別支援教育推進計画策定事業 2,045 2,045

　特殊教育から特別支援教育への円滑な転換を図るため、学校制度や適正規模、適
正配置などについて検討する委員会を設置する。また、特別支援教育の周知を図るた
め、保護者や福祉関係者、一般県民を対象としたフォーラムを開催する。



第１節　子どもや母親の健康づくり

第２節　思春期の健康づくり

第３節　子どもの病気への支援

第４節　不妊に悩む人への支援

第５節　食育の推進

うち一般財源
（単位：千円）

事　　　　　　業　　　　　の　　　　　概　　　　　　要
事業
番号

部局名（課名）
特別枠・

新規・継続
事　　　　業　　　　名

第４章　子どもが健やかに生まれ育つ環境づくり
平成１８年度次世代育成支援対策関連事業

事業
番号

部局名（課名）
特別枠・

新規・継続
事　　　　業　　　　名

事　業　費
（単位：千円）

うち一般財源
（単位：千円）

事　　　　　　業　　　　　の　　　　　概　　　　　　要

事　業　費
（単位：千円）

事業
番号

部局名（課名）
特別枠・

新規・継続
事　　　　業　　　　名

事　業　費
（単位：千円）

うち一般財源
（単位：千円）

事　　　　　　業　　　　　の　　　　　概　　　　　　要

836,748

事業
番号

部局名（課名）
特別枠・

新規・継続
事　　　　業　　　　名

事　業　費
（単位：千円）

うち一般財源
（単位：千円）

事　　　　　　業　　　　　の　　　　　概　　　　　　要

3,692 3,692

　子どもの生涯にわたる健康づくりと心身の健やかな発達を図るため、朝食メニュー
コンテストの実施などにより、幼児期から学童期の食育を推進する。6

福祉保健部
（健康対策課）

新規 おおいたっ子食育推進事業

31,371 20,432

　不妊治療費にかかる経済的負担を軽減するため、体外受精や顕微授精、人工授
精など医療保険適用外の不妊治療費に対し年１０万円を限度に助成する。
　（特）助成期間を連続２年から通算５年に拡大する。5

福祉保健部
（健康対策課）

一部特別枠 不妊治療費助成事業

836,748

　子育て家庭の経済的負担を軽減するため、乳幼児医療費の助成を行う市町村に
対して、その経費を補助する。
　（特）１８年１０月から、助成対象を、通院医療費についても、これまでの３歳未満
から、入院医療費と同様に就学前までに拡大する。

4
福祉保健部
（健康対策課）

一部特別枠 乳幼児医療費助成事業

4,749 4,100

　人工妊娠中絶・性感染症防止のため、カウンセラーとして養成した大学生を高校
に派遣し、仲間同士で性や健康に関する相談ができるピアカウンセリングを実施す
る。
　また、毎月２回（土曜日）にアイネスに相談室を設置するとともに、１０月から１２月
まで性感染症などの無料検査を実施する。

2
福祉保健部
（健康対策課）

特別枠 思春期の性と健康対策事業

69,461 44,830

　妊娠中毒症に罹患した妊婦・未熟な状態で出生した児に対し医療費の給付を行う
こと等により、妊産婦・乳幼児の健康の保持及び増進を図る。

1
福祉保健部
（健康対策課）

継続 母子保健対策事業

65,638 33,552

　休日・夜間の子どもの急な病気に関する電話相談に応じる体制を整備するととも
に、二次保健医療圏において、休日夜間の初期救急及び二次救急の体制を整備
する市町村等に対して補助する。

3
福祉保健部
（医務課）

継続 小児救急医療体制整備推進事業

事業
番号

部局名（課名）
特別枠・

新規・継続
事　　　　業　　　　名

事　業　費
（単位：千円）

うち一般財源
（単位：千円）

事　　　　　　業　　　　　の　　　　　概　　　　　　要



3,692 3,6926
（健康対策課）

新規 おおいたっ子食育推進事業



第１節　次代の親づくり

1
福祉保健部
（少子化対策

課）
特別枠 おおいた出会い応援事業 5,870 5,870

　見合い結婚が減少し、若い男女の出会いの機会が減少していることから、独身者
に対して、レストランやホテルなどが企画・実施する出会いイベントの情報を提供す
る「おおいた出会い応援センター」をＮＰＯと協働して開設し、結婚を希望する独身者
に対して、出会い・結婚の支援を行う。

第２節　子どもの生きる力をはぐくむ学校づくり

4
教育委員会

（義務教育課）
一部新規 小・中学校学力向上対策事業 22,468 22,468

　学力検査（小５、中２）を実施し、検査結果に基づいた学力向上対策を地域単位で
行う。
　（新）基本的生活習慣と学力が関連していることから、実践校を指定し、家庭や地
域と連携した取組を行う。

5
教育委員会

（義務教育課）
継続 心かがやく学校づくり推進事業 9,971 4,787

　指定市町村において、道徳の時間の質の向上に向けた研究や授業公開を実施す
るとともに、命の大切さを学ぶ体験活動や社会性を育成するプログラムを実施し、
児童生徒の豊かな人間性を育む活動を推進する。

6
教育委員会
（文化課）

継続 学校文化活動推進費 3,693 3,689

　高等学校の文化活動の振興を図るため、高等学校文化連盟の主要部門が主催
する研修活動等を補助する。また、韓国忠清南道の高校生を招聘し、文化活動交
流を通して相互理解と自国文化の良さを認識し、豊かな国際感覚を持った高校生を
育成する。

7
教育委員会

（体育保健課）
継続 大分元気っ子体力アップ事業 3,219 3,219

　・県下の全小学生に対する体力・運動能力の悉皆調査の実施
　・上記調査結果に基づく体力向上実践校の取組
　・小学生とその保護者を対象にしたスポーツふれあい大会の開催

9
教育委員会

（義務教育課）
継続 幼小連携幼児教育総合支援事業 4,415 4,415

　幼児教育は、人間形成や学校教育の基盤を培うために非常に重要であることか
ら、①幼児教育と小学校の円滑な接続のための研究、②幼稚園PTAにおける親子
のふれあい活動、情報交換の推進、③幼児教育の重要性についての理解を深める
ための親と教員の実践交流会などを実施し、幼稚園・家庭・地域社会の三者による
総合的な幼児教育の推進を図る。

第３節　家庭や地域の教育力の向上

事　業　費
（単位：千円）

うち一般財源
（単位：千円）

事　　　　　　業　　　　　の　　　　　概　　　　　　要
事業
番号

部局名（課名）
特別枠・

新規・継続
事　　　　業　　　　名

事　　　　　　業　　　　　の　　　　　概　　　　　　要
事業
番号

部局名（課名）
特別枠・

新規・継続
事　　　　業　　　　名

事業
番号

部局名（課名）
特別枠・

新規・継続
事　　　　業　　　　名

事　業　費
（単位：千円）

うち一般財源
（単位：千円）

事　　　　　　業　　　　　の　　　　　概　　　　　　要

10
生活環境部

（私学振興・青
少年課）

新規
　「大人が変われば子どもも変わる」県民
運動推進事業

4,262 4,262

　家庭や地域で青少年の健全育成を図るため、県民運動として、県民総ぐるみあい
さつ運動、公共マナー向上運動を実施する。

2
教育委員会

（義務教育課）
特別枠 キャリア教育連携推進事業

8
教育委員会

（義務教育課）
特別枠 地域人材活用学習力向上支援事業 3,094 3,094

　開かれた学校づくりの推進と児童・生徒の学習意欲の向上を図るため、小・中学
校で、地域人材を学習活動サポーターとして活用する市町村に対し助成する。

3
教育委員会

（義務教育課）
一部特別枠 小学校1・２年３０人学級編制実施事業

第５章　子どもの生きる力をはぐくむ教育環境づくり
平成１８年度次世代育成支援対策関連事業

230,178 175,002

　基本的な生活習慣・学習習慣の早期定着による基礎学力の向上を図るため、３０
人学級編成を第２学年まで拡大する。
　・対象学校　　６９校
　・対象学級　１２０学級（うち第２学年　６１学級）

16,825 16,825

　若年無業者やフリーター対策として、児童・生徒の段階からの勤労観や職業観の
育成が重要であるため、小・中・高校の実践校を指定し、それぞれの発達段階に応
じた適切なキャリア教育を実施する。（別府市、日田市、豊後大野市）

事　業　費
（単位：千円）

うち一般財源
（単位：千円）



第１節　働き方の見直し

第２節　若者の雇用の確保

5
企画振興部

（観光・地域振
興局）

特別枠 「住んでよし」おおいた暮らし支援事業 5,651 5,651

　移住希望者のニーズに応じた情報提供とともに、おおいた暮らしの魅力を直接体
験する機会を提供し、都市との交流を促進し、定住と共生による元気な地域社会の
実現を目指す。

第６章　子育ても仕事もしやすい環境づくり
平成１８年度次世代育成支援対策関連事業

事　　　　　　業　　　　　の　　　　　概　　　　　　要
事業
番号

部局名（課名）
特別枠・

新規・継続
事　　　　業　　　　名

事　業　費
（単位：千円）

うち一般財源
（単位：千円）

8,320 8,320

   「ジョブカフェおおいた」において、学生やフリーターを含めた30歳未満の若年者
に対して県内企業情報や就職支援情報の提供、就職相談、キャリアカウンセリング
等を実施するとともに、即戦力を求める企業ニーズにあった人材の育成や早い時
期からの職業観の醸成に取り組み、県内産業界において優秀な人材の確保を図
る。

4
商工労働部

（雇用・人材育
成対策室）

継続 若年者総合就業支援事業

6,822 6,822

   雇用情勢は回復基調にあるももの出産、育児、介護等により一旦離職した女性
の再就職は困難であるという状況は続いている。このため就業を希望する女性を対
象に就職に有利となる資格取得のための講習会（パソコン）を実施する。
佐伯、日田地域　　　２０名×２地域×２コース＝８０名

2
商工労働部
（労政能力開

発課）
継続 女性就業サポート事業

61,261 30,873

　企業ニーズを反映したものづくり実践技術者を育成するため、工科短期大学校の
カリキュラムを自動車関連主体に段階的に移行するとともに、指導員のスキルアッ
プ研修や機器の整備を行う。

3
商工労働部
（労政能力開

発課）
新規 高度ものづくり実践技術者育成事業

2,394 2,394

　中小規模事業者に働きかけ、企業での少子化対策の指針となる「事業主行動計
画」の策定を促進し、企業における少子化対策の浸透・拡大を進める。1

商工労働部
（労政能力開

発課）
特別枠 民間企業協働型子育て支援事業

事業
番号

部局名（課名）
特別枠・

新規・継続
事　　　　業　　　　名

事　業　費
（単位：千円）

うち一般財源
（単位：千円）

事　　　　　　業　　　　　の　　　　　概　　　　　　要



第１節　子育てしやすい住環境づくり

第２節　安心して外出できる環境づくり

第３節　子どもの安全を守るまちづくり

4
土木建築部
（道路整備促

進室）
継続 交通安全施設事業 2,510,000 691,000

　歩道・自転車歩行車道を整備する。

事　業　費
（単位：千円）

うち一般財源
（単位：千円）

事　　　　　　業　　　　　の　　　　　概　　　　　　要
事業
番号

部局名（課名）
特別枠・

新規・継続
事　　　　業　　　　名

うち一般財源
（単位：千円）

事　　　　　　業　　　　　の　　　　　概　　　　　　要

事業
番号

部局名（課名）
特別枠・

新規・継続
事　　　　業　　　　名

事　業　費
（単位：千円）

うち一般財源
（単位：千円）

事　　　　　　業　　　　　の　　　　　概　　　　　　要

　県民誰もが暮らしやすく、観光等で訪れるすべての人にやさしい大分県を実現する
ため、ユニバーサルデザインによる社会づくりを推進する。
　・ユニバーサルデザイン推進のための実践マニュアルの作成
　・推進サポーターの養成、ワークショップの開催等を通じた県職員及び県民への意
識啓発

2
福祉保健部
（福祉保健企

画課）
継続 ユニバーサルデザイン推進事業 3,832 3,832

3
土木建築部

（建設政策課）
継続 共生のまち整備事業 127,000 13,000

　高齢者、障がい者、児童などすべての県民が自立していきいきと生活し、人と人との
交流が深まる共生型の地域社会を実現するため、社会活動への参加を妨げる行動
面での障壁を取り除くことを目的に、県の設置または管理する既存の公共施設のバリ
アフリー化を推進する。

1
土木建築部

（建築住宅課）
継続 地域特別分譲住宅供給助成事業

第７章　子どもにとって安心・安全なまちづくり
平成１８年度次世代育成支援対策関連事業

4,822 4,822

　大分県住宅供給公社の分譲する住宅の購入に際し、住宅金融公庫借入残高の１％
を５年間利子補給することにより、中堅所得者の持ち家取得を支援する。

事業
番号

部局名（課名）
特別枠・

新規・継続
事　　　　業　　　　名

事　業　費
（単位：千円）

5
教育委員会

（体育保健課）
新規 地域ぐるみの学校安全体制整備事業 27,011 0

　児童・生徒の学校内や登下校時の安全を確保するため、県下全域の小・中学校に
おいて、学校安全ボランティア「スクールガード」による警備や巡回活動を実施する。
また、モデル地域を指定し、地域ぐるみでの学校安全の総合的・実践的な取組を実施
する。

6
警察本部
（生活安全
企画課）

特別枠 地域防犯活動ネットワーク支援事業 3,201 3,201

　地域防犯パトロール隊員やスクールガードなどに対し、不審な声かけ者や徘徊老
人・迷子情報等のメール配信を行う。



 

  〇「出会い応援団（企業・店舗等）」の募集、登録
  〇センター会員（独身者等）の募集、登録
  〇イベント情報等をメルマガで会員に発信等

子育てをみんなで支
える意識づくり

独身男女の出会い・結
婚支援

「おおいた子ども・子育て応援県民会議」委員の意見・提案の反映状況（少子化対策課分）

  ○企業・店舗・ＮＰＯなどと協働して、「おおいた子育て応援団」を以下の
　   区分で募集。

　　・１８歳未満の子どもがいる家庭を対象に、料金の割引、特典など
　　　のサービスを実施する「パパママとくとくショップ」
　　・子育て家庭が外出しやすいような優しい設備やサービスを行う
　　　「パパママおでかけサポートショップ」
    ・一般事業主行動計画の策定・届出を行う企業である「しごと子育て
　　　サポート企業」

子育ての経済的負担
の軽減

子育て支援関係者の
スキルアップ

仕事と子育ての両立
の推進

子育て家庭の視点に
立ったわかりやすい
子育て支援情報の提
供

　〇子育て支援情報に関する広報・啓発
　　＜おおいた子ども・子育て応援キャンペーンの実施＞
    ・マンガ等を取り入れた子育て応援情報冊子の作成
　　・「子ども・子育て応援」３０秒ラジオＣＭコピーの募集と放送
　　・「おおいた子育てほっとホームページ」のリニューアル
　　・「子育て応援メッセージ」2007年カレンダーの作成

　〇子育て応援社会形成のための意識づくり
    ・おおいた子ども・子育て応援県民会議の開催等

　〇子育て支援関係職員等資質向上事業
　　・研修機会の乏しい放課後児童クラブ等の職員に研修

県民会議委員の意見・提案 １８年度事業

子育て応援社会づくり推進事業（一部新規）

〇乳幼児の母親の負担（オムツ代、ゴミ袋代の補助
   等）が軽くなるような援助を

〇出生率を上げるため、「経済的負担感」と「仕事と
   の両立の困難さ」の解消が重要

〇未婚者が多いのが問題。周りの大人も傍観者的
　 になって、泥をかぶって世話をしようという人がい
   なくなった。

〇独身者に結婚する気になってもらわないと少子化
　 も解決しない。

〇「お見合いおじいちゃん・おばあちゃんの復活」を

県民会議委員の意見・提案 １８年度事業

民間企業協働型子育て支援事業（新規）

おおいた出会い応援事業（新規）

〇父親、母親、そしてその子どもたちに対してどんな
　 支援ができるのか、わかりやすい県の施策情報を

〇サービスが必要な人に具体的な内容が伝わるシス
   テムを

〇子育てをしたい人たちへの経済的負担の軽減と社
   会的支援の内容を具体的に伝えて

〇子育てが楽しいものであること、社会から応援され
   ていることを伝える施策を

〇子育て支援や子どもの育成に携わる人たちのスキ
   ルを高める研修を

〇次世代育成支援を進める中で、「意識づくり」と「子
   育ても仕事もしやすい環境づくり」が重要

〇大分の自然や文化に触れる場所・出会える場所
   （動物園、植物園、水族館、美術館等）の子ども料
   金を無料に

〇出生率を上げるため、「経済的負担感」と「仕事と
   の両立の困難さ」の解消が重要

〇未婚者が多いのが問題。周りの大人も傍観者的
　 になって、泥をかぶって世話をしようという人がい
   なくなった。

〇独身者に結婚する気になってもらわないと少子化
　 も解決しない。

〇「お見合いおじいちゃん・おばあちゃんの復活」を



 

「おおいた子ども・子育て応援県民会議」委員の意見・提案の反映状況(全部局分（少子化対策課分を除く））

 県民会議委員の意見・提案 １８年度事業(新規)対応状況等

○地域単位で子どもを応援する組織の明確化を

○育児放棄などを踏まえ、母親が前向きに子育
てできるような支援を

◎地域における子育て支援

○発達障害児、問題行動のある子どもを保育で
きる施設の整備を

◎きめ細かな対応が必要な子どもと親への支援

○若者の人工妊娠中絶が多いので、中絶を減ら
すための施策を

◎子どもが健やかに生まれ育つ環境づくり

◎子どもの生きる力をはぐくむ教育環境づくり

◎子育ても仕事もしやすい環境づくり

◎地域における子育て支援

◎経済的負担の軽減

○３０人学級の第２学年までの拡大を

○次世代の親づくり支援対策として、学校教育の
中で母性・父性教育の実施を

○若者の雇用の確保を

○ＩＴの上手な活用（例えば子育てに関する情
報、相談を携帯電話で）を

○有意義な活動をしている地域子育て支援セン
ターの情報の他市町村への拡大を

○中学生、高校生が子育てに触れる機会を

○第３子以降の保育料・給食費・教材費の無料
化

○乳幼児医療費の市町村上乗せ部分の現物給
付化

○第４子以降について、教育費や医療費につい
て長期間にわたる補助を

○様々な子育て支援施策について広報・啓発
○市町村、保育所、地域子育て支援センター、つどいの広
場、放課後児童クラブなどによる支援

○市町村における育児学級や育児相談等を実施

○「自閉症・発達障害支援センター」において、相談支援、啓
発・研修等を実施

○各保健所が性感染症も含めて健康教育を実施

○今年度第１学年に３０人学級を導入

○モデル校において命の大切さを学ばせる体験活動を実施
○「心のせんせい」として助産師等を道徳の時間等に招聘

○「ジョブカフェおおいた」及び県下５か所のサテライトオフィス
で若年者に対して就職に関する情報の提供及び相談、キャリ
アカウンセリング等を実施

○「おおいた子育てほっとホームページ」により、様々な子育て
支援情報を提供

○有意義な活動事例などを市町村を通じて情報提供

○小、中学校で産婦人科医や妊婦との意見交換や、乳児の
お世話体験、高等学校では、家庭科の授業で子どもの発達や
保育についての教育を実施
○児童館や保健センターで児童生徒が乳幼児と触れあう交流
事業を実施

○保育料→認可、認可外施設とも３歳児未満第３子以降を無
料化
給食費・教材費→経済的理由による場合、国の補助制度によ
り無料化

○県補助対象部分については現物給付化、市町村上乗せ部
分については、市町村の判断に委ねている

○第４子以降については第３子以降の制度に含んで保育料の
免除などの支援を実施

○旧町村部地域総合相談支援センター設置事業
　（福祉保健企画課）
高齢者や障害者、子育て家庭をはじめ合併周辺地域の住
民誰もが安心して暮らせるよう、日常生活から生じるニーズ
や不安をワンストップで相談できるセンターを整備。

○親育て支援事業（健康対策課）
母親の子育てに対する自信を高めるためのグループによる
子育て支援プログラムを導入。

○発達障害者支援体制整備事業（障害福祉課）
発達障害者の各ライフステージに対応する一貫した支援体
制を整備し、その自立及び社会参加に資するよう生活全般
にわたって支援。

○思春期の性と健康対策事業（健康対策課）
若者のニーズに合わせた、健康や性に関する正しい知識
の普及を図り、若者の人工妊娠中絶、性感染症の減少を
図る。

○小学校１・２年３０人学級編成実施事業（教育委員会）
小学校第１学年、第２学年に３０人学級編成を導入。

○心かがやく学校づくり推進事業（教育委員会）
児童生徒に宿泊体験を行わせ、集団における協調性、規
範意識などの社会性を育む。

○キャリア教育連携推進事業（教育委員会）
６教育事務所ごとに実践校を指定し、各発達段階に応じた
系統的・組織的なキャリア教育を推進。

○地域防犯活動ネットワーク支援事業（警察本部）
犯罪情報や迷子情報等をメールで関係者に提供する配信
システムの構築。






